
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 大分県日田市 平成29年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１  H26  Ⅱ－１  H27  Ⅱ－１   

H28  Ⅱ－１  H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。 

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。 

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

※「定員管理の状況」及び「給与水準（国との比較）」は地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において 

  平成30年調査結果が未公表であるため、平成29年度の数値については、前年度の数値を引用している。 

※人口については、各調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。 

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

財政力 

財政力指数 [0.40]  
類似団体内順位 

46/69 
全国平均 

0.51 
大分県平均 

0.40 

財政力指数の分析欄 

平成29年度は、地方税収入の増額等により、基準財政収入額が前年度比

88,032千円増加となったことに加え、基準財政需要額が前年度比108,919

千円減少したことにより、単年度では改善が見られるものの、依然として類

似団体平均より低い水準となっている。このことから、今後もより一層の税

収の徴収率向上対策を中心とする歳入確保に努めるとともに、職員の適正

な定員管理、必要な事業の峻別、投資的経費の抑制等、歳出の見直しに

努める。 
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財政構造の弾力性 

経常収支比率 [93.2%]  
類似団体内順位 

45/69 
全国平均 

92.8 
大分県平均 

94.5 

経常収支比率の分析欄 

歳出における経常経費は、維持補修費や特別会計への繰出金等において

減額となったものの、社会保障関係経費や補助費等の増により前年度比

では増額となっている。 

一方、歳入では市民税、固定資産税等の地方税が増額しているものの、普

通地方交付税の段階的削減に伴う減等により前年度比で減額となってお

り、全体では2.0ポイント悪化した。 

今後も、さらなる自主財源の確保を行うとともに、行財政運営の効率化、各

種事務事業の見直しと経費の節減・合理化に努める。 
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人件費・物件費等の状況 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [176,062円]  
類似団体内順位 

57/69 
全国平均 

131,654 
大分県平均 

137,225 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

平成29年度は前年度と比較し、人口1人当りの決算額が10,985円増加し、

また、類似団体平均と県平均を大幅に上回っている。主な増要因として、九

州北部豪雨災害に伴う廃棄物処理費や、小中学校の校務用コンピュータ

に係る機器更新経費の増等が挙げられる。 

今後は、施設の維持管理等の業務内容の見直しや公共施設等総合管理

計画に基づく施設の適正配置を行い、経費節減可能な部分については、積

極的な削減に努める。 
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給与水準   （国との比較） 

ラスパイレス指数 [100.9]  
類似団体内順位 

58/69 
全国市平均 

99.1 
全国町村平均 

96.4 

ラスパイレス指数の分析欄 

平成27年4月より、職員給の見直しと給与制度の総合的見直しを行い、現

給保障を100%とせず上限50%とし、期間も国の3年に対し2年間としている。

平成28年度末で当初の予定通り、現給保障を終了した。さらには、平成29

年度より、行政職給料表等級別基準職務表を８級制から７級制へと見直し

を行っている。今後も指数の動向を注視しながら見直しを行うなど、定員管

理と併せ給与制度の適正化に努めていく。 
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定員管理の状況 

人口千人当たり職員数 [8.57人]  
類似団体内順位 

42/69 
全国平均 

7.91 
大分県平均 

8.35 

人口千人当たり職員数の分析欄 

地方分権に伴う権限移譲など、事務事業の増加が見込まれるが、「最小の

人数で最大の成果を挙げる」ため、組織や事務事業の見直し、民間活力の

導入や市民との協働を積極的に進め、今後の行政需要に対応できる効率

的な組織運営に向け、定員管理計画による職員数の適正化を図っていく。 
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公債費負担の状況 

実質公債費比率 [4.6%]  
類似団体内順位 

11/69 
全国平均 

6.4 
大分県平均 

6.2 

実質公債費比率の分析欄 

平成28年度より0.5ポイント低くなり、また、類似団体平均を下回っている。 

今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入の面で有利な地方債の活

用を基本とするとともに、普通建設事業の精査により借入額の抑制を行う。

また、繰上償還等も検討しながら実質公債費比率の抑制に努めるものとす

る。 
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将来負担の状況 

将来負担比率 [-%]  
類似団体内順位 

1/69 
全国平均 

33.7 
大分県平均 

4.6 

将来負担比率の分析欄 

平成27年度以降、将来負担比率は0となっている。 

主な要因としては、九州北部豪雨災害の影響による財政調整基金の取り

崩しに伴う充当可能基金残高の減や基準財政需要額算入見込額の減が

あるものの、地方債現在高や公営企業債等繰入見込額も同様に減少した

こと等が挙げられる。 

今後も公債費等義務的経費の削減を図るとともに、より効率的な基金の運

用を行い財政の健全化に努める。 
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 大分県日田市 平成29年度 

経常収支比率の分析 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１  H26  Ⅱ－１  H27  Ⅱ－１   

H28  Ⅱ－１  H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

人件費 類似団体内順位 
39/69 

全国平均 
25.6 

大分県平均 
27.0 

人件費の分析欄 

人件費に係る経常収支比率は前年度より1.4ポイントの増となり、

類似団体平均を上回る結果となった。主な要因は、定年退職者

の増に伴う退職手当の増によるものである。 

今後も計画的な職員採用や組織及び事務事業の見直しにより適

正な定員管理に努める。また、施設運営等の指定管理を含めた

民間委託を更に推進するなど、行財政改革への取組を通じて人

件費の削減に努める。 
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物件費 類似団体内順位 
59/69 

全国平均 
14.5 

大分県平均 
14.2 

物件費の分析欄 

物件費に係る経常収支比率は、前年度より0.1ポイント減となった

が、依然として類似団体平均より高くなっている。主な要因とし

て、中学校教科書改訂事業費や、再資源化設備更新事業費の

減等が挙げられる。 

今後は、公共施設等総合管理計画に基づく施設の適正配置を行

い、施設の維持管理等に係る委託料などの業務内容の見直し

等、経費節減可能な部分については、積極的な削減に努める。 
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扶助費 類似団体内順位 
53/69 

全国平均 
12.4 

大分県平均 
12.3 

扶助費の分析欄 

扶助費に係る経常収支比率は前年度より0.8ポイントの増となり、

類似団体平均も上回っている。主な要因は、児童手当給付費や

生活保護費の減があるものの、子ども子育て支援給付費が大幅

に増額となったことが挙げられる。 

今後も障害福祉サービスの利用者増や幼児教育・保育の無償化

等の影響による扶助費の増が見込まれるが、児童数減少による

給付費減等により、中長期的には減少傾向にあると見込まれる。 
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その他 類似団体内順位 
14/69 

全国平均 
13.3 

大分県平均 
14.8 

その他の分析欄 

その他に係る経常収支比率は、前年度より2.3ポイント減となった

ことで、類似団体平均より低い水準となった。 

主な要因は、公共下水道事業の法適化に伴う公共下水道事業

特別会計への繰出金の減によるものであるが、その他の特別会

計への繰出金が依然として高い数値であるため、今後は、財政

健全化を進めることにより繰出金の抑制に努める。 
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補助費等 類似団体内順位 
17/69 

全国平均 
10.1 

大分県平均 
6.3 

補助費等の分析欄 

補助費等に係る経常収支比率は、類似団体平均より低い水準を

維持しているが、前年度より1.5ポイント増となっている。 

主な要因として、公共下水道事業の法適化に伴う下水道事業会

計に対する負担金の増等が挙げられる。 

今後も、補助金を交付するのが適当な事業を行っているかを精

査し、補助率や補助限度額の見直し等を行い、補助金の適正化

に努める。 
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公債費 類似団体内順位 
57/69 

全国平均 
16.9 

大分県平均 
19.9 

公債費の分析欄 

公債費に係る経常収支比率は、依然として類似団体平均より高

く、前年度比0.7ポイントの増となっている。主な要因としては、臨

時財政対策債や合併特例事業債の償還額の増加等が挙げら

れ、依然として経常一般財源に占める割合は高いものである。 

今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入の面で有利な地

方債の活用を基本としながら、普通建設事業の精査を行い、繰

上償還等も検討しながら借入額の抑制に努めるものとする。 
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公債費以外 類似団体内順位 
15/69 

全国平均 
75.9 

大分県平均 
74.6 

公債費以外の分析欄 

公債費以外の経常収支比率は、前年度より1.3ポイント増となって

いるものの、類似団体平均よりは低い水準で推移している。 

平成29年度は物件費やその他に係る比率の改善が見られたも

のの、子ども子育て支援給付費等の扶助費や退職手当等の人

件費、補助費等が増加したことが増の要因として挙げられる。 

今後も、人件費の削減及び事務事業の見直しによる経常的経費

の抑制に努める。 
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

5,746,921 85,931 72,828 18.0
286,394 4,282 5,865 ▲ 27.0
518,068 7,746 5,145 50.6
12,799 191 1,255 ▲ 84.8

- - 1 -
201,521 3,013 3,026 ▲ 0.4
78,328 1,171 1,617 ▲ 27.6

▲ 584,071 ▲ 8,733 ▲ 6,841 27.7
6,259,960 93,603 82,896 12.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

8.57 8.30 0.27
100.9 98.0 2.9

（注）人口については、各調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。
（注）参考については、地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において平成30年調査結果が未公表であるため、前年度の数値を引用している。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

4,934,455 73,783 54,128 36.3

- - - -

- - 36 -

683,920 10,226 14,780 ▲ 30.8

24,668 369 1,208 ▲ 69.5

1,426 21 884 ▲ 97.6

515 8 2 300.0

▲ 412,057 ▲ 6,161 ▲ 4,266 44.4

▲ 4,331,203 ▲ 64,763 ▲ 48,487 33.6

901,724 13,483 18,285 ▲ 26.3
※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H25 5,341,344 76,007 ▲ 19.8 63,956 25.7 ▲ 45.5

うち単独分 2,276,180 32,390 ▲ 8.5 29,239 8.8 ▲ 17.3
 H26 5,685,314 81,869 7.7 66,255 3.6 4.1

うち単独分 2,837,550 40,861 26.2 31,822 8.8 17.4
 H27 5,562,390 81,287 ▲ 0.7 92,247 39.2 ▲ 39.9

うち単独分 3,500,997 51,162 25.2 37,204 16.9 8.3
 H28 4,892,143 72,254 ▲ 11.1 67,319 ▲ 27.0 15.9

うち単独分 2,950,626 43,579 ▲ 14.8 38,101 2.4 ▲ 17.2
 H29 4,573,649 68,388 ▲ 5.4 70,615 4.9 ▲ 10.3

うち単独分 3,166,801 47,352 8.7 37,382 ▲ 1.9 10.6
 過去５年間平均 5,210,968 75,961 ▲ 5.9 72,078 9.3 ▲ 15.2

うち単独分 2,946,431 43,069 7.4 34,750 7.0 0.4

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

 H25  H26  H27  H28  H29 

（円） 
人口1人当たり決算額の推移 

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 
大分県日田市 平成29年度 

当該団体値 類似団体内平均値 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

(円) 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

160,000 

51,965 

132,875 

82,896 
81,920 81,603 

73,685 72,313 

H29 H28 H27 H26 H25 

93,603 89,428 88,679 87,668 87,022 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

-1,856 

51,758 

18,285 
18,468 19,303 

15,917 17,897 

H29 H28 H27 H26 H25 

13,483 

10,610 12,005 

17,193 18,634 
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 大分県日田市 平成29年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１    H26  Ⅱ－１    H27  Ⅱ－１     

H28  Ⅱ－１    H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

人件費 

類似団体内順位 
17/69 

全国平均 
72,973 

大分県平均 
78,604 

(円) 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

160,000 

45,963 

126,010 

72,828 
72,433 72,299 

65,114 64,737 

H29 H28 H27 H26 H25 

85,931 77,353 81,137 81,177 78,224 

物件費 

類似団体内順位 
6/69 

全国平均 
57,742 

大分県平均 
59,814 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

33,593 

122,938 

62,392 
60,541 

72,964 

56,963 57,432 

H29 H28 H27 H26 H25 

93,467 86,077 
79,978 75,866 

71,264 

維持補修費 

類似団体内順位 
34/69 

全国平均 
5,503 

大分県平均 
4,071 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

543 

55,085 

8,002 6,727 5,602 4,558 4,367 

H29 H28 H27 H26 H25 

4,226 
4,691 4,557 4,066 4,124 

扶助費 

類似団体内順位 
10/69 

全国平均 
103,128 

大分県平均 
113,556 

(円) 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

210,000 

59,268 

161,505 

96,530 
93,855 

87,648 
81,618 

75,492 

H29 H28 H27 H26 H25 

122,011 119,125 
110,613 

102,341 98,428 

補助費等 

類似団体内順位 
38/69 

全国平均 
40,162 

大分県平均 
32,396 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

17,832 

110,171 

49,915 
49,476 49,822 

39,463 

42,764 

H29 H28 H27 H26 H25 

45,815 

29,546 
39,060 

33,553 

71,808 

普通建設事業費 

類似団体内順位 
31/69 

全国平均 
59,467 

大分県平均 
67,819 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

15,608 

158,879 

70,615 

67,319 

92,247 

66,255 63,956 

H29 H28 H27 H26 H25 

68,388 

72,254 

81,287 

81,869 76,007 

普通建設事業費 （ うち新規整備 ） 

類似団体内順位 
40/69 

全国平均 
17,554 

大分県平均 
17,270 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

302 

136,070 

17,948 
20,672 

46,618 

28,030 

H29 H28 H27 H26 H25 

12,382 

4,717 

36,321 

40,802 

普通建設事業費 （ うち更新整備 ） 

類似団体内順位 
22/69 

全国平均 
29,120 

大分県平均 
30,955 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

0 

124,304 

38,924 
34,853 

27,196 25,784 

H29 H28 H27 H26 H25 

43,119 
49,624 

32,351 29,633 

災害復旧事業費 

類似団体内順位 
3/69 

全国平均 
2,323 

大分県平均 
6,739 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

0 

93,114 

3,689 
2,524 

6,156 

3,889 4,178 

H29 H28 H27 H26 H25 

26,678 

4,318 

1,577 

13,142 

39,762 

失業対策事業費 

類似団体内順位 
1/69 

全国平均 
0 

大分県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H29 H28 H27 H26 H25 

0 
0 0 0 0 

公債費 

類似団体内順位 
13/69 

全国平均 
43,047 

大分県平均 
57,012 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

16,755 

124,647 

55,200 
55,391 52,368 

44,987 44,826 

H29 H28 H27 H26 H25 

74,107 70,631 70,238 
83,208 84,997 

積立金 

類似団体内順位 
49/69 

全国平均 
13,795 

大分県平均 
10,794 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

155 

61,355 

16,418 15,292 
22,496 

17,279 19,843 

H29 H28 H27 H26 H25 

9,423 12,063 
8,894 7,876 7,676 

投資及び出資金 

類似団体内順位 
9/69 

全国平均 
1,674 

大分県平均 
1,441 

(円) 

0 

3,000 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

0 

12,192 

1,805 

1,720 1,837 
1,245 1,685 

H29 H28 H27 H26 H25 

4,929 

336 200 121 100 

貸付金 

類似団体内順位 
21/69 

全国平均 
9,056 

大分県平均 
3,856 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

0 

39,198 

5,657 
5,989 6,537 

4,579 6,435 

H29 H28 H27 H26 H25 

6,579 
7,502 9,022 10,511 12,264 

繰出金 

類似団体内順位 
23/69 

全国平均 
40,626 

大分県平均 
48,241 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

25,544 

91,811 

50,146 
50,694 51,557 

42,725 41,337 

H29 H28 H27 H26 H25 

53,551 

62,732 64,429 
58,894 55,808 

前年度繰上充用金 

類似団体内順位 
1/69 

全国平均 
2 

大分県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H29 H28 H27 H26 H25 

0 
0 0 0 0 

性質別歳出の分析欄 

歳出決算総額は、住民一人当たり595,105円となっている。主な構成項目である人件費は、住民一人当たり85,931円となっており、退職手当の増の影響で平成28年度と比較して増加したことにより、依然として類似団体平均と比べて高い水準にある。 

物件費及び扶助費については、類似団体平均と比べて高い水準で推移してきており、近年どちらも増加傾向にある。平成29年度は特に、物件費においては九州北部豪雨災害に伴う廃棄物処理費や、小中学校の校務用コンピュータに係る機器更新経費等の増、扶助費では子ども子育て支援給

付費が大幅に増額となっている。 

普通建設事業費では、新規整備について住民一人当たり12,382円で、昨年度より7,665円増額となっており、公立教育・保育施設整備事業費の増がその主な要因である。一方、更新整備については住民一人当たり43,119円で、昨年度より6,505円減額となったものの、類似団体平均と比べて4,195

円高い結果となった。主な減要因としては、市営城内住宅建替事業費や複合文化施設整備事業費等の減額が挙げられる。 

また、公共下水道事業について、平成29年4月1日から地方公営企業法の全部適用によって公営企業会計へ移行したことに伴い、繰出金は昨年度より減少したものの、本事業に対する負担金や補助金等の増により、補助費等や投資及び出資金が大幅に増額となった。 
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 大分県日田市 平成29年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１    H26  Ⅱ－１    H27  Ⅱ－１     

H28  Ⅱ－１    H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成 25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。  

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

議会費 

類似団体内順位 
26/69 

全国平均 
2,690 

大分県平均 
3,442 

(円) 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

2,582 

5,244 

3,537 
3,506 

3,866 
3,643 3,609 

H29 H28 H27 H26 H25 

3,765 3,746 

4,131 4,201 
4,463 

総務費 

類似団体内順位 
21/69 

全国平均 
51,519 

大分県平均 
61,157 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

26,754 

136,326 

66,198 

67,490 72,782 

59,708 63,679 

H29 H28 H27 H26 H25 

73,473 

65,823 
72,588 

64,698 

96,672 

民生費 

類似団体内順位 
6/69 

全国平均 
165,375 

大分県平均 
176,424 

(円) 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

210,000 

240,000 

270,000 

118,209 

230,791 

164,821 
161,307 

168,051 

144,222 
137,625 

H29 H28 H27 H26 H25 

204,219 
190,203 

179,426 

164,318 
156,732 

衛生費 

類似団体内順位 
21/69 

全国平均 
36,113 

大分県平均 
36,935 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

19,261 

123,751 

39,116 
39,154 

42,168 

36,753 37,709 

H29 H28 H27 H26 H25 

46,899 41,836 

41,169 

39,991 37,906 

労働費 

類似団体内順位 
8/69 

全国平均 
809 

大分県平均 
477 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

0 

4,351 

707 
737 

1,228 1,238 
1,553 

H29 H28 H27 H26 H25 

1,405 1,355 1,337 1,363 
1,604 

農林水産業費 

類似団体内順位 
29/69 

全国平均 
11,178 

大分県平均 
20,077 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

98 

84,471 

24,759 22,712 
28,395 

14,312 13,897 

H29 H28 H27 H26 H25 

24,566 
22,351 23,325 

24,355 23,955 

商工費 

類似団体内順位 
26/69 

全国平均 
13,540 

大分県平均 
12,378 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

864 

62,862 

13,205 
12,678 13,767 

9,033 8,623 

H29 H28 H27 H26 H25 

15,240 

20,498 19,850 20,060 20,358 

土木費 

類似団体内順位 
29/69 

全国平均 
51,751 

大分県平均 
45,158 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

19,159 

149,628 

50,059 

48,584 

61,711 

46,984 48,533 

H29 H28 H27 H26 H25 

48,777 

55,619 

58,868 

51,062 51,526 

消防費 

類似団体内順位 
46/69 

全国平均 
14,631 

大分県平均 
15,586 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

8,697 

35,950 

18,757 18,401 

19,962 

17,258 

16,637 

H29 H28 H27 H26 H25 

16,008 

13,069 

22,461 

14,665 

20,016 

教育費 

類似団体内順位 
20/69 

全国平均 
55,480 

大分県平均 
48,882 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

25,880 

101,522 

52,942 

49,278 50,972 
46,473 46,036 

H29 H28 H27 H26 H25 

59,969 57,181 56,020 

71,561 
62,472 

災害復旧費 

類似団体内順位 
3/69 

全国平均 
2,324 

大分県平均 
6,739 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

0 

93,114 

3,689 
2,524 

6,156 

3,895 4,182 

H29 H28 H27 H26 H25 

26,678 

4,318 

1,578 

13,142 

39,762 

公債費 

類似団体内順位 
13/69 

全国平均 
43,095 

大分県平均 
57,014 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

16,755 

124,647 

55,206 
55,391 52,370 

45,011 44,839 

H29 H28 H27 H26 H25 

74,107 70,631 70,238 
83,208 84,997 

諸支出金 

類似団体内順位 
9/69 

全国平均 
989 

大分県平均 
75 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

0 

4,738 

201 
197 106 144 131 

H29 H28 H27 H26 H25 

0 

0 0 0 0 

前年度繰上充用金 

類似団体内順位 
1/69 

全国平均 
2 

大分県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H29 H28 H27 H26 H25 

0 
0 0 0 0 

目的別歳出の分析欄 

総務費は、退職者数の増に伴う退職手当の増額や、近年の多発する大規模な災害に対応するため新設した災害対策基金への積立等により増額となっている。 

民生費は、住民一人当たり204,219円となっており、類似団体平均より39,398円高い水準となっている。これは、公立教育・保育施設整備事業費や子ども子育て支援給付費が大幅に増額したことに加え、平成29年7月九州北部豪雨の災害救助法適用に伴う災害被災者住宅再建支援、応急仮設住

宅供与、障害物除去等の災害関連経費の増額が主な要因である。衛生費についても、九州北部豪雨に係る災害瓦礫の撤去・運搬経費、被災家屋等解体撤去処理に対する補助金交付等に伴い増額となった。 

また一方で、土木費については、老朽化した公営住宅建替の建設事業費や橋梁の改良事業費等が減少したことにより、類似団体平均より低い水準となっている。教育費については、複合文化施設や咸宜園跡の整備事業費が大幅に減少したものの、鯛生スポーツセンターや陸上競技場等の体

育施設の整備事業費が増加したため、全体として増となった。災害復旧費の増額については、7月に発生した「平成29年7月九州北部豪雨災害」で被災した公共土木施設、農地、林地等の復旧事業により、大幅な増額となっている。 

公債費は、経常収支比率も類似団体平均より高い水準にあるのと同様、目的別歳出においても、住民一人当たり74,107円と類似団体平均と比較して高い水準で推移している。 
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29

26.59 26.86 30.61 33.79 28.40

3.91 5.86 5.76 5.32 2.90

3.38 4.16 ▲ 0.14 ▲ 0.38 ▲ 7.81

財政調整基金残高

実質収支額

実質単年度収支

-20.00  

-10.00  

0.00  

10.00  

20.00  

30.00  

40.00  

50.00  

H25 H26 H27 H28 H29 

分析欄 

（7）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成29年度 大分県日田市 

標準財政規模比（％） 

財政調整基金残高は、適切な財源の確保と歳出の精査に努めたもの

の、九州北部豪雨に係る災害復旧等の臨時財政需要があったため、

12億円を取り崩し、約61億円となっている。 

このため、実質収支額としては黒字を維持しているが、実質単年度

収支は、前年度と比較し、標準財政規模比7.43ポイントもの減と

なった。 

今後も、行財政運営の効率化、各種事務事業の見直しと経費の節

減、さらなる財源の確保に努める。 
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H25 H26 H27 H28 H29

6.39 3.86 4.47 5.13 5.88

3.90 5.85 5.75 5.31 2.90

0.75 0.12 0.18 1.78 1.85

- - - - 0.61

0.42 0.48 0.23 0.24 0.16

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.01 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

- - - - -

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

後期高齢者医療特別会計

情報センター事業特別会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

水道事業会計

一般会計

国民健康保険特別会計

下水道事業会計

介護保険特別会計

簡易水道事業特別会計

0.00  

2.00  

4.00  

6.00  

8.00  

10.00  

12.00  

14.00  

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

H25 H26 H27 H28 H29 

分析欄 

（8）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成29年度 大分県日田市 

標準財政規模比（％） 

連結実質赤字比率は、平成22年度以降、全会計黒字となっており赤

字は生じていない。 

今後も適正な財政運営、企業経営に努める。 

なお、公共下水道事業については、平成29年4月1日から地方公営企

業法の全部適用によって公営企業会計へ移行している。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H25 H26 H27 H28 H29

5,292 5,282 4,791 4,774 4,934

- - - - -

- - - - -

991 1,033 923 836 684

11 17 20 23 25

22 8 2 2 1

1 0 1 1 1

5,009 5,147 4,914 4,918 4,742

1,308 1,193 823 718 903

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

（9）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成29年度 大分県日田市 

分析欄 
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1,000  

2,000  

3,000  

4,000  
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等
 

算
入
公
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等
 

H25 H26 H27 H28 H29 

（百万円） 

実質公債費比率は、元利償還金等について

は、水道事業及び下水道事業の公営企業債の

元利償還金に対する繰入金が減少したもの

の、臨時財政対策債や合併特例事業債の元利

償還金の増が大きく、全体では増加してお

り、算入公債費等においても減少したこと

で、全体として分子が増加している。 

今後も、各会計の事業精査により地方債の借

入額を抑制し、交付税算入の面で有利な地方

債の活用を基本とするとともに、繰上償還等

も検討しながら実質公債費比率の抑制に努め

るものとする。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H25 H26 H27 H28 H29

41,420 39,662 39,710 39,122 38,302

4 2 - - -

12,694 12,138 11,206 10,362 8,924

328 324 319 317 337

6,163 5,641 5,280 5,353 4,988

3 1 2 1 1

- - - - -

- - - - -

- - - - -

14,156 13,795 14,811 16,012 15,094

5,151 4,779 4,659 4,755 4,101

39,967 39,113 38,719 37,756 36,746

1,338 80 ▲ 1,671 ▲ 3,368 ▲ 3,390

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

充当可能財源等(B)

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

(A)－(B) 将来負担比率の分子

将来負担額(A)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額
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分析欄 

（10）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成29年度 大分県日田市 

（百万円） 

平成27年度以降、分子がマイナスとなり、将来

負担比率が0となっている。 

主な要因としては、九州北部豪雨災害の影響に

よる財政調整基金の取り崩しに伴う充当可能基

金残高の減や基準財政需要額算入見込額の減が

あるものの、平成25年度と平成26年度に実施し

た繰上償還による地方債現在高の減、公営企業

債等繰入見込額の減により、将来負担額も同様

に減少したこと等が挙げられる。 

今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入

の面で有利な地方債の活用を基本としながら、

普通建設事業の精査により借入額の抑制に努め

るとともに、平成30年度以降についても九州北

部豪雨災害に係る財源として財政調整基金等の

取り崩しが予想されることから、より効率的な

基金の運用に努めるものとする。 
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（百万円）

区分 年度 H27 H28 H29

6,686 7,329 6,144

2,047 2,052 2,056

8,653 9,019 8,891

3,614 3,432 3,214

1,282 1,720 1,604

1,064 1,067 1,002

934 930 915

684 595 506

17,386 18,400 17,092

地域福祉基金

市民文化会館管理運営基金

基金残高合計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

地域振興基金

市有施設整備基金

市職員退職手当基金
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2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000 

H27 H28 H29 

（11）基金残高（東日本大震災分を含む）に係る経年分析（市町村） 平成29年度 大分県日田市 

（百万円） 

（増減理由） 

・災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興等の災害対策経費に充当する目的で創設した「災害対策基金」に3億円、ふるさと納税の寄附額増

に伴い「水郷ひた応援基金」に2億7,117万円積み立てた一方、普通交付税の合併算定替による特例措置の段階的削減や九州北部豪雨に伴い

「財政調整基金」を12億円取り崩したこと、「地域振興基金」から地域振興に関する事業のため2億2,477万円取り崩したこと等により、基金

全体としては13億841万円の減となった。 

 

 

 

（今後の方針） 

・経常的な経費への充当に加え、総合戦略に盛り込まれた事業の財源を補うため、地域振興基金のほか、特定目的基金の繰入れを平成30年度

以降の各年度で5.3億円から10.5億円を見込んでいる。 

 

 

 

 

基金全体 

（基金の使途） 

・水郷ひた応援基金：日田市の将来の発展を願い、その発展に対し貢献し、又は応援しようとする者からの寄附金を活用し、ふるさと『水郷

ひた』を守り元気づける施策の推進 

・観光振興基金：市の観光施設整備及び交流人口増加のための施策の推進 

 

 

 

（増減理由） 

・地域振興基金：基金の運用益を727万円積み立てた一方で、子ども医療費助成事業や定住交流促進事業等の地域振興事業に計2億2,477万円を

充当したことによる減少 

・災害対策基金：災害に対する迅速な対応と災害からの早期復興を図ることを目的とした基金を創設し、3億円を積み立てたことによる増加 

 

 

 

（今後の方針） 

・市有施設整備基金：施設の老朽化や今後の更新需要に対応し、公共施設等総合管理計画に盛り込まれた施策を着実に実現するため、今後大

幅な取り崩しが予想される。 

・災害対策基金：災害復旧等の災害対策には莫大な費用が必要となることから、今後の災害に備えるため、平成33年度まで毎年3億円程度を積

立予定。 

 

その他特定目的基金 

（増減理由） 

・基金の運用益を1,560万円積み立てたことによる増加 

・普通交付税の合併算定替による特例措置の段階的削減や平成29年7月九州北部豪雨に係る災害復旧・復興関連経費などの影響により、12億円

を取り崩したことによる減少 

 

 

（今後の方針） 

・財政調整基金については、標準財政規模の30%程度は確保したいと考えるが、普通交付税の合併算定替による特例措置の適用期限終了や災害

復旧・復興関連経費などの財政需要も引き続き見込まれることから、中長期的（平成35年度目途）には21億円程度減少する見込みである。 

 

 

財政調整基金 

（増減理由） 

・基金の運用益を435万円積み立てたことによる増加 

 

 

 

 

（今後の方針） 

・平成29年7月に発生した九州北部豪雨災害の影響により莫大な一般財源が必要となったことなどから、平成30年度から当面の間、市債の償還

財源として毎年1億円程度を取り崩す予定。 

 

 

減債基金 
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将来負担比率及び有形固定資産減価償却率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）

将来負担比率及び実質公債費比率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）

　平成29年度決算では、28年度と同様に将来負担比率はゼロとなり、類似団体平均及び早期健全化基準の350％を大きく下回っている。一方で有形固定資産減価償却比率は減価償却が進んだことにより、前年度と比較し
3.3ポイント上昇しており、類似団体平均値を若干上回っている。その主な要因としては、広大な面積を有する当市において最大の資産である道路の減価償却が進んだことによるものと考える。
　将来負担比率はゼロではあるが、有形固定資産減価償却率が上昇しているということは、老朽化が進んでいるということであり、今後必要となる固定資産の老朽化対策に伴う財政負担が潜在しているとも考えられる。この
ため、公共施設等総合管理計画に基づき、過大な公共施設量の圧縮を推進し、サービスの質を維持しつつ効果的・効率的な整備を進め、公共施設等の適正管理・適正配置に努めるとともに、地方債の借入にあたっては、交
付税算入の面で有利な地方債の活用を基本とし、また、普通建設事業の精査により借入額の抑制を行う。

H25 H26 H27 H28 H29

有形固定資産減価償却率
当該団体値

将来負担比率

55.6

有形固定資産減価償却率

58.9

類似団体内平均値
将来負担比率

57.0 57.6

　平成29年度決算では、28年度と同様に将来負担比率はゼロとなり、実質公債費比率においても平成28年度より0.5ポイント低くなり、類似団体平均を下回っている。
　九州北部豪雨災害の影響による財政調整基金の取り崩しに伴う充当可能基金残高の減や基準財政需要額算入見込額の減があるものの、地方債現在高や公営企業債等繰入見込額が減少したこと等の結果によるもので
ある。
　今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入の面で有利な地方債の活用を基本とするとともに、普通建設事業の精査により借入額の抑制を行う。また、繰上償還等も検討しながら実質公債費比率の抑制に努めるものと
するとともに、より効率的な基金の運用を行い財政の健全化に努める。

32.5 30.2

H29

当該団体値
将来負担比率 7.3

H25 H26 H27 H28

0.4

実質公債費比率 7.6 7.2 6.2 5.1 4.6

8.2 8.0

32.5 30.2

実質公債費比率 9.6 8.8
類似団体内平均値

将来負担比率 50.3 45.9 39.0

9.0

H28 

H29 

29.9 

30.4 

30.9 

31.4 

31.9 

32.4 

32.9 

56.9 57.0 57.1 57.2 57.3 57.4 57.5 57.6 57.7 

将
来
負
担
比
率

 

有形固定資産減価償却率 

H25 

H26 

H25 
H26 

H27 

H28 
H29 

0.0 

6.0 

12.0 

18.0 

24.0 

30.0 

36.0 

42.0 

48.0 

54.0 

7.0 7.5 8.0 8.5 9.0 9.5 

将
来
負
担
比
率

 

実質公債費比率 

- - 

- - - 

（12）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 大分県日田市 平成29年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１    H26  Ⅱ－１    H27  Ⅱ－１     

H28  Ⅱ－１    H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

※ 平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体毎の決算に基づく健全化判断比率等を算出していない団体については、債務償還可能年数、実質公債費率、将来負担比率のグラフを表記しない。 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率 [ 58.9％ ] 

類似団体内順位 
18/45 

全国平均 
59.3 

大分県平均 
60.8 

有形固定資産減価償却率の分析欄 

 有形固定資産減価償却率は前年度と比較し、減価償却が進んだことによ

り3.3ポイント上昇しており、類似団体平均を若干上回っているが、全国平均

及び大分県平均は下回っている。 

 当市は、６市町村が合併した市であり、合併前に旧市町村毎に整備した公

共施設があり、また、広大な面積を有するため、保有する施設数や道路など

が比較的多い状況にあると考える。 

 今後も、平成29年3月に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、過大

な公共施設量の圧縮を推進し、サービスの質を維持しつつ効果的・効率的

な整備を進め、公共施設等の適正管理・適正配置に努める。 

(％) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

26.5 

82.2 

57.6 

H29 H28 H27 H26 H25 

58.9 57.0 55.4 

55.6 

（参考）債務償還可能年数 

債務償還可能年数 [ 4.9年 ] 

類似団体内順位 
11/69 

全国平均 
6.5 

大分県平均 
5.8 

債務償還可能年数の分析欄 

 債務償還可能年数は類似団体平均、全国平均、大分県平均をいずれも下

回っている。主な要因としては、決算剰余金を活用した繰上償還を平成25年

度から26年度にかけて実施し、地方債残高を約11億円減少させたことによ

るものと考える。 

 ただし、九州北部豪雨災害の影響による財政調整基金の取崩しに伴う充

当可能財源の減、合併算定替による普通交付税の優遇措置が令和元年度

で終了することに伴う普通交付税の減などにより、財源が減少していくことが

見込まれるため、今後も、さらなる自主財源の確保を行うとともに、行財政運

営の効率化、各種事務事業の見直しと経費の節減・合理化に努める。 

(年) 

0.0 

3.0 

6.0 

9.0 

12.0 

15.0 

0.0 

12.1 

6.4 

H29 H28 H27 H26 H25 

4.9 

将来負担比率と有形固定資産減価償却率の推移 

将来負担比率と実質公債費比率の推移 

(％) 

(％) 

(％) 

(％) 
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(13)-1市町村施設類型別ストック情報分析表① 大分県日田市 平成29年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１   H26  Ⅱ－１   H27  Ⅱ－１    

H28  Ⅱ－１   H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

【道路】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
17/45 

全国平均 
59.0 

大分県平均 
61.7 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

17.3 

98.5 

59.3 

H29 H28 H27 H26 H25 

60.2 

58.5 

53.9 
58.6 

【道路】 

一人当たり延長 

類似団体内順位 
22/45 

全国平均 
8.127 

大分県平均 
11.228 

(ｍ) 

0.000 

10.000 

20.000 

30.000 

40.000 

50.000 

1.429 

42.810 

17.322 

H29 H28 H27 H26 H25 

17.529 

22.953 

16.833 

17.309 

【橋りょう・トンネル】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
-/- 

全国平均 
56.9 

大分県平均 
53.3 

該当数値なし 

【橋りょう・トンネル】 

一人当たり有形固定資産（償却資産）額 

類似団体内順位 
-/- 

全国平均 
141,259 

大分県平均 
152,340 

該当数値なし 

【公営住宅】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
31/42 

全国平均 
62.6 

大分県平均 
63.4 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

32.2 

95.2 

68.6 

H29 H28 H27 H26 H25 

62.7 

65.3 65.6 

62.5 

【公営住宅】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
5/42 

全国平均 
0.766 

大分県平均 
0.881 

(㎡) 

0.000 

0.500 

1.000 

1.500 

2.000 

2.500 

0.020 

1.968 

0.658 

H29 H28 H27 H26 H25 

1.255 

0.701 

0.663 

1.224 

【港湾・漁港】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
-/- 

全国平均 
61.7 

大分県平均 
50.8 

該当数値なし 

【港湾・漁港】 

一人当たり有形固定資産（償却資産）額 

類似団体内順位 
-/- 

全国平均 
89,956 

大分県平均 
32,072 

該当数値なし 

【認定こども園・幼稚園・保育所】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
18/43 

全国平均 
56.8 

大分県平均 
54.9 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

27.5 

90.1 

51.1 

H29 H28 H27 H26 H25 

62.7 

52.1 

56.7 

75.0 

【認定こども園・幼稚園・保育所】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
24/43 

全国平均 
0.110 

大分県平均 
0.063 

(㎡) 

0.000 

0.100 

0.200 

0.300 

0.400 

0.500 

0.013 

0.362 

0.142 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.099 

0.148 
0.129 

0.084 

【学校施設】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
42/45 

全国平均 
62.5 

大分県平均 
60.9 

(%) 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

90.0 

34.9 

81.2 

57.3 

H29 H28 H27 H26 H25 

46.6 

57.1 57.0 

44.8 

【学校施設】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
22/45 

全国平均 
1.390 

大分県平均 
1.408 

(㎡) 

0.000 

0.500 

1.000 

1.500 

2.000 

2.500 

3.000 

3.500 

0.784 

2.743 

1.714 

H29 H28 H27 H26 H25 

1.842 

1.811 

1.754 1.820 

【児童館】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
13/33 

全国平均 
56.6 

大分県平均 
41.9 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

27.1 

100.0 

56.0 

H29 H28 H27 H26 H25 

72.0 

56.9 

60.7 
68.5 

【児童館】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
28/33 

全国平均 
0.020 

大分県平均 
0.015 

(㎡) 

0.000 

0.020 

0.040 

0.060 

0.080 

0.100 

0.003 

0.084 

0.029 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.008 

0.026 0.023 

0.008 

【公民館】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
35/43 

全国平均 
57.1 

大分県平均 
50.4 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

27.8 

98.3 

54.7 

H29 H28 H27 H26 H25 

48.5 

58.2 59.1 

48.3 

【公民館】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
4/43 

全国平均 
0.099 

大分県平均 
0.233 

(㎡) 

0.000 

0.100 

0.200 

0.300 

0.400 

0.500 

0.600 

0.004 

0.495 

0.144 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.287 

0.149 

0.128 

0.289 

施設情報の分析欄 

 有形固定資産減価償却率は、「認定こども園・幼稚園・保育所」及び「児童館」の子育て支援施設が類似団体より高くなっており、また、一人当たり面積については類似団体より低くなっている。これらのことから、子育て支援施設は老朽化しているものが多く、施設の面積も少ないという現状であることがわかる。今

後は公共施設等総合管理計画に基づき、現在指定管理制度を導入している施設は、民間移管を基本とし、また、直営施設については、今後児童数の動向を考慮しながら、建替えや統合・縮小を検討していく。 

 一方、「学校施設」及び「公民館」の教育系施設は、有形固定資産減価償却率が類似団体より低く、また、一人当たり面積は類似団体より高くなっている。これは、学校の統廃合を進めるとともに老朽化した学校の改修を進めてきたこと、また、老朽化した中央公民館について、博物館を統合した複合化施設への大

規模改修などを実施してきた結果であると考える。今後は、公共施設等総合管理計画に基づき、学校施設については将来の人口動向を考慮しながら、統合・縮小を検討し、公民館については、耐用年数を考慮しながら適切な管理を行っていく。 

 道路は類似団体と同水準であるが、老朽化が進んでいるため、適切な維持管理及び修繕、更新等を実施していく必要がある。また、公営住宅は有形固定資産減価償却率は類似団体より低くなっているものの、一人当たり面積は類似団体及び全国、大分県平均を大幅に上回っており、住宅戸数の供給が多い状況

であることがわかる。今後は、公共施設等総合管理計画に基づき、耐用年数が経過する際には、人口動向などを考慮し、建替えや統合・縮小を検討していく。 
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(13)-2市町村施設類型別ストック情報分析表② 大分県日田市 平成29年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

66,878 

66,440 

666.03 

41,003,708 

39,799,442 

628,135 

21,633,463 

38,301,814 

人(H30.1.1現在) 

人(H30.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

4.6 

- 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H25  Ⅱ－１   H26  Ⅱ－１   H27  Ⅱ－１    

H28  Ⅱ－１   H29  Ⅱ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

【図書館】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
17/45 

全国平均 
43.7 

大分県平均 
33.7 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

5.4 

100.0 

42.2 

H29 H28 H27 H26 H25 

58.0 

44.4 

43.1 

56.0 

【図書館】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
39/45 

全国平均 
0.033 

大分県平均 
0.052 

(㎡) 

0.000 

0.020 

0.040 

0.060 

0.080 

0.100 

0.009 

0.083 

0.042 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.023 

0.040 0.040 

0.023 

【体育館・プール】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
26/45 

全国平均 
56.2 

大分県平均 
64.1 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

18.2 

91.3 

58.7 

H29 H28 H27 H26 H25 

61.5 

58.2 

57.2 59.3 

【体育館・プール】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
20/45 

全国平均 
0.136 

大分県平均 
0.076 

(㎡) 

0.000 

0.200 

0.400 

0.600 

0.800 

0.026 

0.539 

0.228 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.248 

0.233 

0.191 
0.245 

【福祉施設】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
11/37 

全国平均 
50.7 

大分県平均 
62.5 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

12.0 

97.1 

50.9 

H29 H28 H27 H26 H25 

64.8 

50.6 

44.5 

62.1 

【福祉施設】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
5/37 

全国平均 
0.071 

大分県平均 
0.057 

(㎡) 

0.000 

0.100 

0.200 

0.300 

0.400 

0.500 

0.600 

0.009 

0.459 

0.123 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.218 

0.118 

0.088 

0.215 

【市民会館】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
36/42 

全国平均 
50.1 

大分県平均 
48.7 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

1.9 

92.0 

50.7 

H29 H28 H27 H26 H25 

29.5 

49.8 54.0 

27.4 

【市民会館】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
5/42 

全国平均 
0.097 

大分県平均 
0.094 

(㎡) 

0.000 

0.100 

0.200 

0.300 

0.400 

0.037 

0.321 

0.117 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.205 

0.117 

0.108 

0.202 

【一般廃棄物処理施設】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
35/39 

全国平均 
55.8 

大分県平均 
50.7 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

14.5 

98.2 

55.0 

H29 H28 H27 H26 H25 

30.3 

53.2 55.7 

27.8 

【一般廃棄物処理施設】 

一人当たり有形固定資産（償却資産）額 

類似団体内順位 
23/39 

全国平均 
74,730 

大分県平均 
40,317 

(円) 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

2,656 

214,975 

81,961 

H29 H28 H27 H26 H25 

60,912 

76,153 
62,401 

60,520 

【保健センター・保健所】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
8/40 

全国平均 
45.0 

大分県平均 
58.9 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

3.2 

86.6 

45.2 

H29 H28 H27 H26 H25 

67.6 

44.9 

42.7 

64.5 

【保健センター・保健所】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
20/40 

全国平均 
0.030 

大分県平均 
0.039 

(㎡) 

0.000 

0.050 

0.100 

0.150 

0.200 

0.250 

0.010 

0.176 

0.055 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.043 

0.054 0.055 

0.043 

【消防施設】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
42/44 

全国平均 
55.6 

大分県平均 
35.8 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

13.5 

89.2 

57.0 

H29 H28 H27 H26 H25 

25.8 

55.4 

66.3 

24.3 

【消防施設】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
7/44 

全国平均 
0.063 

大分県平均 
0.103 

(㎡) 

0.000 

0.100 

0.200 

0.300 

0.400 

0.500 

0.008 

0.390 

0.099 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.155 

0.097 

0.090 

0.153 

【庁舎】 

有形固定資産減価償却率 

類似団体内順位 
17/45 

全国平均 
53.1 

大分県平均 
56.6 

(%) 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

8.6 

89.3 

45.0 

H29 H28 H27 H26 H25 

59.8 

47.6 

51.6 
57.8 

【庁舎】 

一人当たり面積 

類似団体内順位 
6/45 

全国平均 
0.172 

大分県平均 
0.226 

(㎡) 

0.000 

0.100 

0.200 

0.300 

0.400 

0.500 

0.600 

0.700 

0.094 

0.553 

0.261 

H29 H28 H27 H26 H25 

0.399 

0.301 
0.230 

0.394 

施設情報の分析欄 

 「図書館」、「保健センター・保健所」、「福祉施設」、「庁舎」については、有形固定資産減価償却率が類似団体より大幅に高くなっており、類似団体と比較して老朽化が進んでいることがわかる。今後は、公共施設等総合管理計画に基づき、保健センターや高齢者福祉施設などについては、人口減少等で今後利用

者の減少が想定される施設は、統合・縮小を検討する。また、図書館、庁舎については、人口動向や社会情勢を考慮し、適切な管理を行っていく。 

 「消防施設」と「市民会館」については、有形固定資産減価償却率が類似団体より低くなっているものの、一人当たり面積は類似団体より高くなっている。これは、日田玖珠広域消防組合の新庁舎が平成27年度建設であり、市民文化会館パトリアについては平成19年度建設で、いずれも施設が新しいことが要因で

ある。ただし、一人当たり面積が類似団体、全国、大分県平均より高くなっているため、人口に対して過剰な面積となっていないか分析していく必要がある。 

 「一般廃棄物処理施設」については、有形固定資産減価償却率が類似団体より低くなっているが、これは清掃センターについて、日田玖珠広域市町村圏事務組合より平成19年4月に移管を受けたことにより、平成19年度以降の減価償却額のみ反映していることから、有形固定資産減価償却率が低くなっているも

のである。実際は、平成2年に清掃センターは建設されており、老朽化が進んでいることから、今後、新清掃センターの建設を計画している。 
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